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 それでは、

２０２１年度第３四半期 決算概要について、ご説明申しあげます。
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はじめに、決算発表のポイントです。

第３四半期の実績としまして、
売上高は、
前年の需要増の反動等により、くらし事業の国内家電や、
オートモーティブの車載機器が減収となりましたが、
インダストリーの情報通信向け事業や、エナジーの車載電池等の販売が
増加したことに加え、ブルーヨンダーの新規連結もあり、増収となりました。

調整後営業利益は、インダストリーやエナジー等の増販益はありましたが、
家電、空調等のくらし事業を中心に、原材料高騰が大きく影響したことに加え、
ブルーヨンダー買収時の「資産・負債の再評価」に伴う影響など、
一時的なマイナス要因もあり、減益、
営業利益、純利益につきましても、減益となっております。

年間の見通しにつきましては、
自動車生産の減少や原材料高騰といった、足元の経営環境や、先に述べました
一時要因を踏まえ、調整後営業利益を下方修正いたしますが、
一方で、その他損益は、資産売却益等が見込まれることから、
上方修正いたします。

売上高、営業利益、税引前利益、純利益の公表値に変更はございません。
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 それでは、第３四半期の決算概要について、ご説明いたします。
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連結業績はご覧のとおりです。

売上高は、１兆８，８９８億円、前年比で１０４％の増収、

調整後営業利益は、８７５億円、前年からは５５３億円の減益となりました。

 その他損益は、１９億円の減益となり、
営業利益、純利益につきましても、減益となっております。
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次に、こちらのスライドで、セグメント変更についてご説明いたします。

前回、第２四半期決算の際にもご説明しましたが、
昨年１０月１日より、新組織ベースの体制がスタートしております。
これに伴い、セグメントにつきましても、ここにお示しの通り、変更いたします。

今回の決算より、スライドの右側、新しいセグメントに沿って、
ご説明させていただきます。
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 こちらは、セグメント別の実績です。

表の右側に、EBITDAを示しております。
コネクトにつきましては、ブルーヨンダー買収時の「資産・負債の再評価」に伴う、
一時的な会計処理の影響を調整して表示しております。

売上高、営業利益の詳細は、この後のページでご説明します。
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 まずは、売上高の増減です。
 全社では、前年の需要増の反動等により、くらし事業の国内家電や、
オートモーティブの車載機器が減収となりましたが、
インダストリーの情報通信向け事業や、エナジーの車載電池等の販売が
増加したことに加え、ブルーヨンダーの新規連結もあり、増収となりました。

 セグメント別にみますと、くらし事業は、
洗濯機などの中国家電、北米の食品流通、欧州の空調は堅調でしたが、国内において、
供給課題があった洗濯機や、前年の巣ごもり需要の反動を受けた調理機器等に加え、
テレビなどの他セグメント商材の販売減が大きく、全体として減収となりました。

 オートモーティブは、
第２四半期からは増加いたしましたが、前年の自動車生産回復の反動があったことに加え、
半導体や部材逼迫等による自動車減産の影響が継続し、減収となりました。

 コネクトは、
部材調達課題によりノートPCは減収となりましたが、PC・サーバーの好調を受けた
実装機や、米国・欧州を中心に市場が回復傾向のプロジェクターが牽引。
ブルーヨンダーの新規連結影響もあり、増収となりました。

 インダストリーは、
産業用モータ、情報通信インフラや車載用のコンデンサ、EV用リレーなどの
販売好調により、増収となりました。

 エナジーは、
欧州乾電池事業の譲渡影響がありましたが、EV向け車載電池や、データセンター向け
蓄電システムを中心に、増収となりました。

 その他、消去・調整のうち、エンターテインメント＆コミュニケーションは、
テレビ事業等の前年巣ごもり需要からの反動減や、半導体を中心とした
部材調達難の影響などにより、減収となりました。
ハウジングは、ニューノーマルに対応した新商品発売や、デジタルを活用した
営業の加速により、増収となりました。
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続いて、営業利益の増減です。
全社の調整後営業利益は、インダストリーやエナジーの増販益はありましたが、
家電、空調等のくらし事業を中心に、原材料高騰が大きく影響したことに加え、
ブルーヨンダー買収時の「資産・負債の再評価」に伴う影響など、
一時的なマイナス要因もあり減益、営業利益も減益となりました。

セグメント別に見ますと、くらし事業は、
海外での増販益や、各事業での合理化等を進めたものの、
日本での巣ごもり需要の反動に加え、原材料高騰や、
一時費用の計上もあり、減益となりました。

オートモーティブは、
減販損や、部材高騰などがありましたが、コストダウンに加え、
前年度に充電器の一時費用を計上したこともあり、増益。

 コネクトは、実装機やプロジェクターの増販益があった一方で、
部材調達課題によるノートPCの減販損や、ブルーヨンダー買収時の
「資産・負債の再評価」に伴う一時的な影響等があり、減益となっております。

インダストリーは、原材料高騰の影響はありましたが、
産業用モータの増販益や合理化等により、増益。

エナジーは、欧州乾電池事業の譲渡影響等がありましたが、
車載電池やデータセンター向け蓄電システム等の増販益により、
増益となりました。
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 こちらは、くらし事業における、分社の実績です。
ご覧の通り、全ての分社で調整後営業利益、営業利益ともに減益となりました。
それぞれの主な要因について、ご説明します。

 くらしアプライアンス社は、中国で増販益があった一方、
日本の巣ごもり需要の反動や原材料高騰が影響しました。
原材料高騰に対しては、海外で段階的に価格の見直しを進めるとともに、
日中合同による部材の合理化を加速しております。

空質空調社は、欧州の販売は堅調でしたが、空気清浄機等の空質事業や、
日本のルームエアコンの販売減、原材料高騰により、減益となりました。
原材料高騰への対応として、銅からアルミなど、代替材料への置き換え等を
進めてまいります。

 コールドチェーンソリューションズ社は、北米販売が堅調に推移したものの、
原材料高騰や調達課題に加え、一時費用の計上が影響しました。
原材料高騰に対しては、北米での価格見直し、
調達課題には、部品点数の削減などの対策を進めております。

エレクトリックワークス社は、海外での増販や固定費削減はあるものの、
ライティング等での部材調達課題や、電材事業での仕入れ先の
工場火災影響により、減益となりました。
工場火災影響は、4Qから緩和の見込みであり、また、
海外の電材商品において、原材料高騰への対応として価格の見直しを進めるなど、
全体として挽回を図っております。
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 こちらは第３四半期の資金の状況です。

 左側、フリーキャッシュフローにつきましては、
港湾の混雑などの外部環境要因や、戦略的な部材確保に伴う
在庫の増加など、一時的な運転資金悪化があり、４３億円となりました。

 右側の折れ線グラフ、ネット資金につきましては、
２０年度末の１,９４５億円から減少し、
マイナス７,５５０億円となりました。

 なお、既に公表しました通り、１０月に劣後債 ４，０００億円を発行しており、
これによって、ブルーヨンダー社買収のためのブリッジローンを
借換済であります。
以上は、案件公表時にご説明したファイナンスプランに沿った内容で
ございます。
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 続いて、第３四半期における、経営環境変化の影響をご説明します。

 コロナによる工場ロックダウンの影響は、解消傾向でありますが、
原材料高騰、半導体等の部材不足の影響は継続している状況です。

 ご覧の表は、縦軸で、需要の変化、原材料高騰、部材不足の３つの項目について、
各セグメントにおける影響を一覧でまとめたものになります。
表の中、水色の個所は、対前年でポジティブ影響のあった要素、
薄い赤色の個所は、ネガティブ影響のあった要素を表しています。
また、表の中で、矢印で表現しておりますのは、今後の見通しであります。

 需要の変化については、くらし事業とオートモーティブで、
前年の需要増からの反動減があった一方で、
インダストリーとエナジーは、好調が継続しております。

 原材料高騰は主に、くらし事業とオートモーティブ事業で影響が見られましたが、
インダストリー、エナジーについては、合理化等でその影響を軽減できております。

 半導体等の部材不足に関しては、エナジーを除くセグメントで影響が出ております。

 経営環境の変化については、今後もその影響を見極めつつ、
適切な対応策を取ってまいります。
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 ここからは、年間業績見通しのご説明になります。
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 こちらは、連結業績見通しです。

ご覧のように、調整後営業利益を下方修正、
その他損益を上方修正いたします。

調整後営業利益は、
自動車生産の減少や原材料高騰など、足元の経営環境や、
ブルーヨンダー買収時の会計処理の影響など、一時的なマイナス要因を
踏まえ、３５０億円減少の ３，６５０億円といたします。

その他損益は、第４四半期において、資産売却益等が見込まれることから、
３５０億円増加の ５０億円といたします。

営業利益、純利益に変更はございません。
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セグメント別の見通しはご覧の通りです。

次のページで修正要因をご説明いたします。
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 くらし事業は、
売上高の修正はありませんが、調整後営業利益は、
空質空調事業の販売減や、原材料および物流費の高騰、調達・生産課題の影響に加え、
一時費用の計上もあり、下方修正いたします。

 オートモーティブは、
売上高は、自動車減産の影響で、
調整後営業利益も、減販損や部材高騰などの影響拡大により、下方修正いたします。

 コネクトは、
ブルーヨンダー買収時の「資産・負債の再評価」に伴う一時的な会計処理影響等により、
売上、調整後営業利益ともに下方修正となります。

 インダストリーは、
売上高は、コンデンサや他セグメント商材等の伸張により上方修正、
調整後営業利益につきましても、増販益や体質強化による固定費減により
上方修正いたします。

 エナジーは、
売上高は、為替の円安により上方修正いたしますが、
調整後営業利益は、円安効果はあるものの、足元の原材料および物流費の高騰影響を
織込み、前回公表値どおりといたします。

 最後に、その他／消去・調整です。
調整後営業利益は、部材不足等によるエンターテインメント＆コミュニケーションの減販損や、
在庫の増加に伴う内部利益排除の増加等により、下方修正いたします。

 また、その他損益では、第４四半期に資産売却益等を見込むことから、上方修正いたします。



Copyright (C) 2022 Panasonic Corporation All Rights Reserved.

15

 こちらは、くらし事業の分社別の見通しです。

調整後営業利益は、くらしアプライアンス社を除く全ての分社で
下方修正となっております。
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 年間見通し修正についてのご説明は以上となりますが、

こちらのグラフは、今回の見通しを踏まえて、現中期戦略３カ年の

業績推移をお示ししたものです。

 下の表に記載の通り、固定費の削減や、構造的赤字事業への対策といった、

経営体質の強化に取り組んでまいりました。

３カ年で、１，３００億円の収益改善を見込み、

当初に掲げた１，０００億円の目標を上回る見込みであります。

 コロナなどの大きな外部環境変化が起こりましたが、

経営体質強化の取組みは継続して推進しており、

現在の見通しでは、３カ年の業績推移を見ましても、

収益性は着実に改善してきております。

 残りの第４四半期につきましても、取り組みを継続し、

来年度以降の新たな中期につなげてまいりたいと考えております。



Copyright (C) 2022 Panasonic Corporation All Rights Reserved.
17

最後に、今後のIR関連のスケジュールです。

 １０月１日より、新組織ベースの体制がスタートしております。

 また、４月１日には、事業会社制へと移行しますが、このタイミングで、

グループCEOの楠見による戦略発信、

また、６月初旬には、各事業会社による IR Dayを予定しております。
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ご説明は以上となります。
ご清聴、ありがとうございました。
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